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要旨 

本稿では、参議院通常選挙における自民党の候補者公募制度の導入が女性候補者の増加

に寄与したかどうかを分析する。日本では選挙に立候補する女性が少ないが、原因の１つ

として通常の候補者選出過程が女性に不利な影響を与えている可能性があげられる。集権

的で閉鎖的な選出過程を通じて候補者が決まることが多いため、男性の現職議員や世襲議

員が選ばれやすいのである。しかし近年になり導入が進んでいる候補者公募制度では、現

職や世襲という立場でなくとも候補者として名乗りあげることができる。そのため通常の

選出過程では候補者となりえなかった女性も立候補のチャンスが増える。そこで、候補者

公募制度の導入は女性候補者を増加させるという仮説を立てる。この仮説を検証するため

に、自民党が 2007 年より本格的に導入してきた候補者公募制度を利用する。導入の有無や

タイミングは都道府県によって異なっているので、これを利用して本稿では差分の差分法

を用いた分析を行った。分析の結果、候補者公募制度は女性候補者を増加させることを示

唆している。 

 

１ 序論 

 日本の選挙では女性候補者の比率が少ない。図１は過去５回の国政選挙における候補者

比率の推移を男女別に示したものである。女性候補者比率は徐々に増加していることが分

かるが、男性候補者は常に７割以上を維持している一方で女性候補者は３割未満にとどま

っている。2018 年には男女で候補者数ができる限り均等になることを目指す「政治分野に

おける男女共同参画推進法」が成立したが、2019 年の参議院通常選挙では達成されていな

い。 

 女性候補者が少ない理由は①政治に関心のある女性が少ないこと②政党が候補者に女性

を選ばないことに大別される。一般的に女性は政治への関心が薄いため政治参加に対して

消極的である(山口 2002)。しかし Iversen and Rosenbluth(2011)は、女性の社会進出が進

むほど政治に関わる女性は増加することに言及している1。ゆえに候補者となり得る女性は

一定数存在すると予測できる。それではなぜ女性候補者は少ないのだろうか。 

                                                      

1 Iversen and Rosenbluth. “Women, Work, and Politics: The Political Economy of Gender Inequality.” 

(2011): 135-161. 
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 ②政党が候補者に女性を選ばないことの方が、より大きな原因であると考える。国政選

挙では９割以上の候補者が政党から立候補している。政党の候補者になると政党ラベルを

用いることができるようになり、選挙を戦うためのコストが低くなるというメリットがあ

るからである。そのため政党の候補者になることは議員になるための重要な課題であると

いえる。しかしながら伝統的に政党は集権的で閉鎖的な方法を用いて候補者を選んできた

(Norris 1997)。この候補者選出方法は政党の一部の人間しか選出過程に関わらない点や選

考基準が明確でない点が特徴としてあげられる。よって政治的コネクションに乏しい女性

に不利な影響を与えている可能性があるのである。その一方で、選考方法等が明確化され

ている開放的な選出方法も同時に用いられてきた。その代表的なものが候補者公募制度で

ある。Caul(1999)によると選考方法の規定が明確である方が女性は候補者に選ばれやすく

なるとされている。 

 そこで、本稿では政党の候補者選出方法が女性候補者数に与える影響に着目する。政党

は選挙に勝つために、男性が多い現職議員や世襲議員を候補者として擁立する傾向にある。

現職議員や世襲議員を選びたいのであれば、伝統的な候補者選出方法を継続して利用する

と推測できる。しかし、1992 年の日本新党を皮切りに、新たな候補者選出方法として候補

者公募制度が導入されるようになった。候補者公募制度は候補者になりたいという人の中

から候補者を選ぶ制度であり、現職議員や世襲議員という強いコネクションを持つ立場に

ない人に対しても候補者に選ばれる機会を与えている。そのため候補者公募制度の導入に

より、従来の選出方法で排除されていた女性が選ばれるようになると予測できる。 

 上記の議論から「候補者公募制度の導入が女性候補者を増加させる」という仮説が導か

れる。この仮説が支持されるのであれば、開放的な候補者の選出方法が女性候補者数を増

やす効果があると言うことができる。加えて、候補者として女性が政治に参入しているこ

とが確認できれば、政治に関心のある女性が一定数存在することの確認ともなる。 

そこで、本稿は仮説を検証するために 2007 年以降の参議院通常選挙（以下、参院選）に

着目する。自民党は 2007 年参院選から正式に候補者公募制度を導入しているが、都道府県

ごとに導入の有無やタイミングが異なる。そこで、候補者公募制度を利用した都道府県を

介入群、利用しなかった都道府県を対照群とし差分の差分法で分析する。 

本稿の構成は以下のとおりである。次節では先行研究を整理し、これまでの研究成果を

挙げ本稿の貢献を示す。３節では政治的補充についてまとめ、４節のリサーチクエスチョ

ン・仮説につなげる。４節では前節をふまえリサーチクエスチョン・仮説を提示した上で

ロジックについて論じる。５節では仮説を検証するためのリサーチデザインを示し、検証

に必要なデータや分析手法について説明する。６節では分析結果をまとめ、最終節で結論

を示す。 
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２ 先行研究とその限界 

女性と政治の研究は海外を中心に発展してきた。現在に至るまで選挙制度、地域や文化

等に着目した様々な研究が行われている。例えば Caul(1999)は選挙制度に焦点を当て、候

補者個人の活動よりも政党のラベルの方が重要視されることから、比例代表制では女性が

増えやすいことを示した。また日本では 2000 年頃から女性の政治進出に関する研究が増え

始め進められている（竹安 2002;大山 2004;相内 2008）。 

それらの研究の中でも特に政治家になるまでの過程や手続きに着目したものは「ポリテ

ィカル・リクルートメント研究2」（以下、補充研究）と呼ばれている。政治家になるまでの

過程は候補者に選出されるまでの過程と、議員に当選するまでの過程に分けることができ

るが、それぞれの観点から研究が行われている。Rittberger et al. (2015)は前者に着目して

包括的な3候補者選出が女性候補者のリクルートメントに影響を与えることを示した。

Norris(2003)は政治勢力の違いの観点から、保守政党は女性候補者を選出しない傾向にある

ことを示している。他にも Caul(1999)や Matland(2008)によると、リクルートメントに関

する規定が細かく定められている方がより女性候補者の選出が起こりやすくなることが示

されている。後者に着目した研究としては Jacob(1962)がある。Jacob(1962)は弁護士のよ

うな仲介的職業に就いている人が議員になる傾向にあることを示した。 

                                                      

2 政治的補充研究や補充研究（political recruitment study or recruitment study）と呼ばれることもある（誰

が政治家になるのか はじめに） 

3 「候補者資格やセレクトレイトに関する制限が緩やかである」ことを指す（堤 2012）。 

図 1 議院別/男女別候補者割合の推移 
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一方、日本での補充研究はまだ少ない。このことは女性に不利と言われている選挙制度

が導入されており、選出される女性が少ないことに起因するものと考える。そもそも研究

対象となる女性が候補者や議員の中に存在しなければ分析し得ない。数少ない補充研究に

対しても朴(2007)はいくつかの課題を指摘している。 

国内の補充研究の課題として、朴(2007)は特定回の選挙のみを取り上げている点や扱う

時期が古くなっている点をあげているが、他にも候補者となった人が議員になるまでの過

程の方が着目されやすいことも特徴としてあげられる。大山(2004)は 2003 年統一地方選挙

の結果をもとに現職有利な環境や選挙区定数の少なさが女性の政治参入に不利に働いてい

ることを示した。さらに大山(2008)は選挙区規模と女性議員の進出・選出を選挙区や政党、

選挙費用との関係から分析している。また河野(1995)は 1947-1993 年の衆院選における女

性候補者を分析し、議員輩出ルートの歴史的分析を行った。これらの研究は補充研究の少

ない日本において重要な知見ではあるが、断片的な研究ではその時点における候補者選出

の特徴しか捉えることができないため政治的補充の過程を一般化するには不十分である。

加えて時代の変化とともに候補者選出の傾向も変わるため分析の更新も必要である。 

本稿では 2007 年以降の参院選を対象にし、候補者選出方法が女性候補者の選出に与える

影響を検証し一般化することを試みる。自民党は 2007 年参院選より正式に候補者公募制度

を導入している。先行研究では公募制度(open recruitment)のほうが閉鎖的で集権的な選定

方法よりも女性候補者を増加させる可能性を示唆する結果が出ている(Rittberger et al. 

2015)。分析の結果、女性候補者数の増加に寄与していることが分かれば、この知見が日本

にもあてはまることを確認することもできる。 

 

３ 政治的補充 

  

本節では政治的補充を市場に例えて議論をすすめる。企業よりも政党の方がインセンテ

図 2 候補者・議員選出過程 
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ィブや結果に大きな影響をもっていることを除いては両者に大きな差異はないため、政治

的補充を理論的に考えるときに用いられることがある。Leduc et al. (1996)4や Iversen and 

Rosenbluth(2011)5は、政治的補充を候補者選出と議員選出の 2 段階に分けた上で需要と供

給の観点から一連の流れを説明している。需要側は政党や有権者、供給側は候補者を示す。

その後政治的補充の過程が女性に対してどのように作用しているかについて言及する。 

政治的補充は２段階に分けて考えることができる。図３は政治的補充の過程を示したも

のである。Eligible とは候補者として選ばれる資格のある人を指す。例えば参議院では 30

歳以上の人に被選挙権が与えられているため 30 歳未満の人は含まれない。また政治に関心

がない、あるいは立候補する意志のない人たちもこの集団には含まれない。Eligible から 1

段階目に政党や党員によって候補者が選出される。選ぶ際の主な基準として①有権者から

サポートを得られるか②党の選出規則③有効性が挙げられる。③有効性を構成するのは、

交渉の席をはずさない/十分な知識を持つ/信頼を築くことができる/長く席に座り続けるこ

とが可能であることなどが考えられる。上記の基準に最も当てはまる人が候補者として選

ばれる(Nominated)。その後 Nominated は候補者として選挙に出るが、議員になるために

第２段階として投票者からの選定を受ける。投票者は主に①自分と政策選好が似ているか

②信頼に足る人物か③有効的かどうかを基準とする。これらを最も満たす候補者が選挙に

勝つ(Elected）。 

 第１段階の時点で女性は不利な状況を強いられている。それは政党が定める基準はすべ

て男性の方が手に入れやすいものであるからだ。一般的に女性には出産・育児・介護とい

う性別的役割による制限があり、政党側もそのことを知っている。ゆえに党の選出規則と

して女性を選ぶべきであるという文言があったとしても、選挙に勝利し議席を獲得・維持

するためには男性を選ぶインセンティブが強いのである。また、特にそれらの基準を満た

している現職候補が選ばれやすくなる。ただし政党側にも女性を選ぶメリットは存在して

いる。例えば、女性の社会進出を達成する気概があるということを示す時には、政党側に

とって女性の擁立は良いシグナルになる。しかし政策は女性の社会進出だけには留まらな

いため、この利点による女性の選出は限られたものになると予測できる。 

 第２段階においても女性が不利な状況にあるのは変わらないが、第１段階に比べるとそ

の程度は小さくなる。投票者は女性であることを理由に投票相手を変えることはしないと

いうことが先行研究で明らかになっているからだ(相内 2008）。投票者には現職候補以外の

候補の政治的資質を知ることは難しく、有効性が既に明らかになっている現職候補に投票

する傾向がある。現職候補には男性が多いため、結果として性別を考慮していなくても男

性を選んでいるようにみえるのである。 

                                                      
4 Leduc, Lawrence, Niemi, G Richard and Norris, Pippa. “Comparing Democracies: Elections and Voting in 

Global Perspective.” (1996): 184-215. 

5 Iversen and Rosenbluth. “Women, Work, and Politics: The Political Economy of Gender Inequality.” 

(2011): 135-161. 
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 しかし実際の候補者選出過程では政党はすべての Eligible を精査しておらず、選出には集

権的であり閉鎖的な方法を用いている。よって女性はさらに選ばれにくくなっていると推

測できる。では反対に分権的で開放的な方法を用いた時、女性候補者は選出されやすくな

るのだろうか。次節でリサーチクエスチョン・仮説を提示しロジックを説明する。 

 

４ リサーチクエスチョン・仮説 

本節では３節を踏まえてリサーチクエスチョン・仮説の提示を行い、そのロジックにつ

いて説明する。 

リサーチクエスチョン：開放的な候補者の選出方法は女性候補者の増加を促すのか。 

３節で政治的補充について議論したが、第１段階で考えた候補者選出の際には政党が考

慮している要素よりも狭い範囲で候補者選出が行われており、女性候補者がさらに選ばれ

にくくなっていると予測する。第１段階で政党は有資格者(Eligible)から候補者(Nominated)

を選出することを確認したが、実際はすべての有資格者を精査することはコストの面から

考えても難しい。また選出に関わる政党の人員はトップや幹部など一部に限られることが

多い(Norris 1997)。そのため政党の中枢とコネクションを持つ有資格者の中から選出され

る傾向がある。例えば現職議員や世襲議員がこれに当てはまる。 

しかし近年になり候補者選出過程の「民主化」または「開放」が進んでいる(堤 2012)。

その結果、党員や有権者も候補者選出過程に関わるケースが増えている。包括的な候補者

選出では女性が選ばれやすくなることから(Rittberger et al. 2015)、候補者選出過程の「開

放化」は女性候補者数の増加を促すのではないかという予測が導かれる。 

 

仮説：候補者公募制度は女性候補者を増加させる。 

 候補者公募制度とは、選挙の際に政党が候補者を公募し公認候補とする制度である。候

補 

者資格や選考方法は団体によって異なるが、それまで党内にいなかった新たな人材をリク 

ルートすることができる。 

候補者公募制度は伝統的な候補者選出方法に比べると、有資格者の範囲や選出方法の観

点から開放的であるといえる。政党とのつながりがない有資格者でも応募資格さえ満たし

ていれば政党に対して出馬の意志を示すことができるため、政党側も探すコストをかけず

に多くの候補者となり得る人々を知ることができる。また候補者公募制度は応募してきた

人の中から候補者を選ぶために書類選考や面接等を設けている。さらには党員投票や有権

者投票が用いられるケースもあり、より多くの人が候補者選出に関わっている。 

候補者公募制度は女性が候補者になる可能性を高めてくれる制度であると考える。候補

者になりたい場合は応募することで政党側に自分の存在を示すことができる。伝統的な候

補者選出ではそもそも女性が政党側に認知されていなかった可能性があり、アピールする

ためにコネクションや地盤のような政治的資産を作ることは女性にとって大きなコストで
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あったことが予測できる。しかし公募の導入によりこれらのコストがなくなるため、女性

は競争に参入しやすくなり、結果として候補者となる可能性を上げると考える。政党側に

も女性を選ぶメリットはある。例えば女性候補者を選ぶことは有権者に対して多様な人材

がいることをアピールすることにつながる。 

上記の議論から候補者公募制度は女性候補者の増加を促すという仮説を立てることがで

きる。次節以降でこの仮説を検証していく。 

 

5 リサーチデザイン 

仮説を検証するために 2007－2019 年に行われた参院選のパネルデータを用いた分析を

行う。日本で候補者公募制度を本格的に導入したのは 1992 年の日本新党が最初である(堤 

2012)。その後自民党や民主党など、他の政党でも取り入れられるようになった。しかし政

党の再編や解散などが多発したため、長期間に渡り継続的に公募制度を導入し続けている

のは自民党のみである。そのため本分析の対象は自民党に限定する。自民党は 2006 年に参

院選公募基本方針を定め、2007 年参院選の候補者選出から各都道府県支部が主体となって

候補者公募制度を導入している6。よって分析期間を 2007－2019 年に定めた。 

自民党の候補者公募制度は政党が正式な制度として導入しているものの、都道府県ごと

に導入の有無やタイミングが異なっている。よって候補者公募制度を導入している都道府

県を介入群、そうでない都道府県を対照群とした実験のような状況を考えることができる。

このとき介入がない場合の各グループのトレンドが同じであればグループ間の差が候補者

公募制度の介入効果とみることができる。 

 グループごとの介入前後の差をとり、さらにグループ間の差をとることで介入効果をは

かる分析手法を差分の差分法と呼ぶ。本稿では差分の差分法を用いて分析を進めていく。

以下で分析手法について詳しくみていく。 

 

分析手法 

 本稿では、2007-2019 年参院選のパネルデータを用いて差の差分析を行う。一般的に差の

差分析では介入時点が同じで継続的な介入が観測されることが多い。このとき各グループ

の介入前後差をとり、さらにグループ間の差をとることで介入効果をみる。しかし本稿で

分析対象としている自民党の候補者公募制度では選挙ごとに候補者公募制度導入の有無が

変化している。よってすべての選挙を介入とみることができる。その内訳を示したものが

表１である。2007 年から 2013 年にかけて候補者公募制度を導入する都道府県は増加して

おり、2013 年には介入群と対照群の数がほぼ同数になっている。しかしその後は減少傾向

                                                      

6 2007 年以前にも自民党では候補者公募制度が行われていたが、都道府県支部が独自に取り入れていたも

のだった。1992-2004 年の間に候補者公募制度を取り入れていた都道府県支部の数は５にとどまり、ごく

一部でのみ行われていたことがわかる。 
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にある。 

表 1 グループの内訳 

 

分析では、以下のモデル式を推定する。 

𝑤𝑜𝑚𝑒𝑛𝑟𝑎𝑡𝑒𝑖𝑡 = 𝛾𝑂𝑝𝑒𝑛𝑅𝑒𝑐𝑟𝑢𝑖𝑡𝑖𝑡 + ∑ 𝛽𝑗𝐶𝑜𝑛𝑡𝑟𝑜𝑙𝑗𝑖𝑡

6

𝑗=1

+ 𝛿𝑡 + 𝜀𝑖 + 𝑢𝑖𝑡  − (∗) 

 

 𝑤𝑜𝑚𝑒𝑛𝑟𝑎𝑡𝑒𝑖𝑡 は t 期の都道府県 i における自民党女性候補者割合を表している。

𝑤𝑜𝑚𝑒𝑛𝑟𝑎𝑡𝑒𝑖𝑡は 

𝑤𝑜𝑚𝑒𝑛𝑟𝑎𝑡𝑒𝑖𝑡 =
都道府県 𝑖 における自民党女性候補者数

都道府県 𝑖 における自民党候補者数
× 100 

で算出した。𝑂𝑝𝑒𝑛𝑅𝑒𝑐𝑟𝑢𝑖𝑡𝑖𝑡は t 期に都道府県 i が候補者公募制度を利用したときに１、そう

でないときに０を示すダミー変数である。𝑂𝑝𝑒𝑛𝑅𝑒𝑐𝑟𝑢𝑖𝑡𝑖𝑡は分析上最も着目すべき変数であ

り、𝛾が有意に正の値をとっていれば仮説は支持されたといえる。またコントロール変数

(𝐶𝑜𝑛𝑡𝑟𝑜𝑙𝑗𝑖𝑡）として議席定数、１議席当たり人口、１期前の議席占有率、都道府県 i の県議

会における女性割合、女性就業率、WINWIN ダミーを入れる。これらの変数は女性候補者

割合に影響を及ぼす、あるいは候補者公募制度の実施の有無に影響を及ぼすような変数で

ある。他にも、選挙年固定効果𝛿𝑡と、都道府県固定効果𝜀𝑖を含める。 

都道府県効果とは都道府県ごとに時間とともに変化しない要素を含む変数である。例と

して都道府県支部の改革に対する選好があげられる。改革推進派であれば、候補者公募制

度を積極的に導入すると同時に過少代表であった女性の擁立にも積極的であるかもしれな

い。改革に対する選好を観察することはできないが、この場合どちらの要素にも正の影響

を及ぼし過剰推定が行われてしまう。このような観察できないが説明変数や被説明変数に

影響を与える特徴は、誤差項に含まれる。すると誤差項と説明変数が相関してしまうため、

欠落変数バイアスを引き起こすことになる。この場合、得られた結果は本来の効果に欠落
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変数バイアスを加えたものとなってしまい正しい推定値が得られない。都道府県効果を含

めることで、欠落変数が引き起こす問題をある程度は解消することができる。 

時間効果とは都道府県間では一定であるが時間とともに変化していく要素をまとめたも

のである。候補者公募制度の普及や女性の政治分野への参入などは国全体で同時に進行し

ており、時代背景に左右されると予測できる。しかし時代の変化を観察することは不可能

だが、都道府県効果と同様に欠落変数バイアスを引き起こすものであるため対処が必要で

ある。時代の変化は全都道府県に同じような影響を与えると考えられることから、時間効

果を含めることで欠落変数バイアスを避けることができる。 

分析では別の介入からの効果を取り除くために WINWIN ダミーを含めている。WINWIN

は政治をはじめ様々な分野で活躍する女性を増やすために活動している団体7だが、活動の

１つに議員を目指す女性の支援がある。2 つの選挙区において WINWIN から推薦された女

性候補者が自民党候補者として出馬していたため候補者公募制度以外の介入があったとい

える。そのためダミー変数を使用してその影響を取り除く。 

 さらに系列相関を考慮して都道府県をクラスターとして標準誤差を調整する。パネルデ

ータでは各都道府県の女性候補者割合が時系列方向に相関している可能性がある。例えば

１期前の参院選で女性候補者割合が高い場合、今期の女性候補者割合も高くなる可能性が

ある。このように都道府県 i の女性候補者割合が異なる時点で相関をもつという系列相関が

起こると、標準誤差の推定に影響を及ぼす。都道府県ごとにクラスターを形成することで

都道府県内の異時点間での相関に対処することができる。 

 仮説が支持されるのであれば𝑂𝑝𝑒𝑛𝑅𝑒𝑐𝑟𝑢𝑖𝑡𝑖𝑡変数の係数𝛾は有意に正の値をとる。しかし差

分の差分法では、介入がない場合の介入群と対照群のトレンドが等しくなる「平行トレン

ド仮定」が成立していなければならない。平行トレンド仮定を示さなければ推定結果はト

レンドの乖離分を含んでしまい正しい推定を行うことができない。そのため確認が必要で

ある。平行トレンド仮定の確認は６節で行う。 

  

使用データ 

 参院選の候補者データは「選挙ドットコム8」のサイトから入手した。2007 年から 2019

年までに行われた５回の参院選について全選挙区分9のデータを収集した。分析には自民党

が候補者を擁立しなかった選挙区や４つの合区における選挙を除いた 225 のデータを用い

る。選挙ドットコムからは出馬選挙区/候補者の名前/年齢/所属政党/性別/得票数/現職の当

否の情報を得ることができた。 

 候補者公募制度の導入・実施状況は自民党サービスセンターに問い合わせた。その結果、

                                                      
7 WINWIN HP www.winwinjp.org 
8 選挙ドットコム HP 参議院選挙 https://go2senkyo.com/sangiin 

9 参院選では１都道府県に１選挙区がおかれているため、都道府県 i での公募は選挙区 i での公募を意味し

ている。 
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2007 年から 2019 年の間に計 60 の選挙区で候補者公募が行われていたことがわかった。こ

のうち 3 回では合格者がおらず政党側が別の候補者を擁立し、別の 2 回では信任投票とし

て実施され、またある 1 回では公募を行ったものの応募者がおらず無期延期していたため

介入群からは省いている。他方で別の国政選挙の際に参院選の公募を同時に行ったところ

が１つ存在したため、介入群に含めている。詳細は表 2 に示している。よって分析では計

55 回の候補者公募制度を介入として考えている。 

 コントロール変数で使用する人口、都道府県 i の議会における女性割合、女性就業率のデ

ータは「e-Stat10」から入手した。 WINWIN ダミーは、「一般財団法人 WIN WIN」の HP11

に記載されている当落状況から得た情報をもとに作成した。各変数の代表値は表 3 に示し

ている。 

 

表 2 候補者公募制度の例外 

 

                                                      
10 政府統計の総合窓口「e-Stat」https://www.e-stat.go.jp/ 
11 一般財団法人 WIN WIN HP http://www.winwinjp.org/winwin_about/ 
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６ 分析結果 

推定結果は表４にまとめている。分析期間中の各都道府県の平均人口で重みづけをした。

モデル１ではコントロール変数なし、モデル２ではコントロール変数を含めたモデルで分

析を行った。表４の括弧内はクラスター標準誤差を表している。候補者公募制度が導入さ

れると統制がない場合は 14.7%ポイント、統制した場合は 12.8%ポイント女性候補者が増

えると推定された。また推定値は 5%水準で有意であり、仮説は支持されているようにみえ

る。 

分析結果が正確なものであることを裏付けるために平行トレンドを確認する。初めて候

補者公募制度を導入した年を１とし、その１期前の選挙年を０、さらにその前を-1 という

ように割り振り、推定値の 95%信頼区間をプロットした。０を含めると特に介入がなかっ

たことを、０を含めない場合何らかの介入があったと考えることができる。そのため０以

前では 95%信頼区間が０を含んでいること、また１では正の方向に動いている必要がある。

その結果を表したものが図３であり、表５はその係数を表している。図をみると介入前

（-3~0）には信頼区間が０を含んでおり、その係数も０に近い。また介入後（1）も信頼区

間が０を含んでいるものの、係数が正となっているため仮説を支持していると考えられる。 

 

 

 

 

表 3 各変数の記述統計量 



12 

 

 

 

 

 

表 4 推定結果 

図 3 介入前後における推定値の 95%信頼区間 
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７ 結論 

 本稿は、候補者公募制度が女性候補者の増加を促すという仮説を立てて分析を行った。

従来、日本の政党は集権的で閉鎖的な候補者を選んできた。このとき政治的資産をもつ人

が優位にあるため、現職議員や世襲議員が候補者に選ばれる傾向がみられる。しかし現職

議員や世襲議員の大半は男性が占めており、そのような選出方法は女性の参入可能性を狭

めているといえる。他方で、別の候補者選出方法として候補者公募制度も導入されてきた。

候補者公募制度では候補者になる意志のある人が候補者に立候補することができる。よっ

て女性のように政治的資産を持たない人でも候補者になる可能性があるといえる。また政

党側には女性候補者を擁立することで有権者に対して多様な人材の存在をアピールできる

という利点が考えられる。したがって候補者公募制度は女性候補者を増加させるという仮

説を立てた。 

 仮説を検証するために 2007-2019 年参院選に向けて行われた自民党の候補者公募制度に

着目した。都道府県ごとに候補者公募制度の導入の有無やタイミングが異なっていたため、

候補者公募制度を導入した都道府県を介入群、そうでない都道府県を対照群として分析を

行った。その際、候補者公募制度以外に女性候補者の増減に影響を与えうる要素を取り除

いた上で、候補者公募制度の導入が女性候補者を増加させるか検証した。 

分析の結果は、仮説を支持する結果を示している。候補者公募制度の導入があった場合、

女性候補者は増加するということを示すことができた。この結果は、近年徐々に増えつつ

ある女性候補者について、その選出過程を説明するための１つの示唆を与えてくれる。日

本では従来、集権的で閉鎖的な候補者選出が行われてきた。特に本稿で対象とした自民党

は①現職議員に公認上の優先権を与える②候補者公認の選定に関して党支部の決定に対し

党本部が拒否権を持つ12、という原則で候補者を選んできた。そのため女性候補者が増えに

くかったことが予測できる。しかし候補者公募制度の導入によって伝統的な候補者の選出

方法に変化が生まれていると推測できる。現職議員であることが候補者になる上での条件

                                                      

12 吉野・今村・谷藤 (2001)「誰が政治家になるのか」Ⅰ各国の状況 １日本  

表 5 平行トレンドチェック 推定結果 
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としては弱いものになり、現職議員ではなくとも候補者になる可能性を与えることになっ

た結果、女性候補者の増加を促したことが考えられる。 

 ただし本稿での分析は参院選や自民党といった一部の選挙や政党を対象としており、他

の選挙や他の政党の候補者選出に直接当てはめることができるものではない。例えば衆院

選では参院選よりも選挙区が細かく設定されており一票の重さが大きくなる。そのため地

盤のような政治的資産が重要視され、候補者公募制度が導入されても女性候補者の増加は

小さくなるかもしれない。他にも共産党は女性の擁立に積極的であるため公募制度のよう

な開放的な候補者選出方法を用いていないにも関わらず女性候補者を多数擁立している。

最後に、本稿はあくまで候補者選出方法の開放に重点を置いたものであり候補者公募制度

の導入を促進すべきだと主張するものではないことを強調しておく。 
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